
※ 母数は都道府県57、市区町村1,676

・ 同一の地方公共団体内の複数部局から回答があった場合は、それぞれ計上している。

・ 入札参加資格審査を行っていない地方公共団体は除く。

1 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ - - ○

2 b 46 80.7% 1,321 78.8% 78.9%

1 b ○ 46 80.7% 1,299 77.5% 77.6% ○ ○ ○

3 a 24 42.1% 734 43.8% 43.7%

1 a ○ 22 38.6% 737 44.0% 43.8% ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ - - ○

3 a ○ 23 40.4% 542 32.3% 32.6% ○ ○ ○

4 - - - - - - - - ○ - - ○

4 a 43 75.4% 1,078 64.3% 64.7%

1 a ○ 43 75.4% 1,072 64.0% 64.3% ○ ○ ○

2 a ○ 40 70.2% 969 57.8% 58.2% ○ ○ ○

5 a 31 54.4% 934 55.7% 55.7%

1 - - - - - - - - ○ - - ○

2 a ○ 30 52.6% 919 54.8% 54.8% ○ ○ ○

3 a ○ 30 52.6% 902 53.8% 53.8% ○ ○ ○

4 - - - - - - - - ○ - - ○

6 a 27 47.4% 713 42.5% 42.7%

1 a ○ 27 47.4% 721 43.0% 43.2% ○ ○ ○

7 a 17 29.8% 521 31.1% 31.0%

1 a ○ 12 21.1% 432 25.8% 25.6% ○ ○ ○

2 a ○ 13 22.8% 462 27.6% 27.4% ○ ○ ○

3 a ○ 8 14.0% 268 16.0% 15.9% ○ ○ ○

1 役職名 a ○ 5 8.8% 162 9.7% 9.6% ○ ○ ○

2 所在地 a ○ 7 12.3% 166 9.9% 10.0% ○ ○ ○

3 代表者名 a ○ 7 12.3% 167 10.0% 10.0% ○ ○ ○

4 電話 a ○ 6 10.5% 158 9.4% 9.5% ○ ○ ○

3 a ○ 7 12.3% 239 14.3% 14.2% ○ ○ ○

1
１．年間平均実績高
（直前決算の損益計算書、青色
申告、白色申告等）

a ○ 7 12.3% 166 9.9% 10.0% ○ ○ ○

2
直前々年度の損益計算書の売
上高（２か年前）
※組合員ごと・合計

a ○ 5 8.8% 138 8.2% 8.3% ○ ○ ○

3
直前年度分の損益計算書の売
上高（１か年前）
※組合員ごと・合計

a ○ 9 15.8% 264 15.8% 15.8% ○ ○ ○

4
前２か年の平均実績高
※合計

a ○ 4 7.0% 129 7.7% 7.7% ○ ○ ○

5
２．自己資本額（直前決算の貸
借対照表）

a ○ 9 15.8% 270 16.1% 16.1% ○ ○ ○

6
資本金（法人）又は出資金（組
合）　※組合員ごと・合計

a ○ 8 14.0% 270 16.1% 16.0% ○ ○ ○

7
元入金（個人：青色申告）
※組合員ごと・合計

a ○ 1 1.8% 115 6.9% 6.7% ○ ○ ○

8
合計（各社の純資産合計）
※組合員ごと・合計

a ○ 7 12.3% 174 10.4% 10.4% ○ ○ ○

9
３．経営状況（直前決算の貸借
対照表）

a ○ 9 15.8% 168 10.0% 10.2% ○ ○ ○

10
流動資産
※組合員ごと・合計

a ○ 9 15.8% 236 14.1% 14.1% ○ ○ ○

11
流動負債
※組合員ごと・合計

a ○ 9 15.8% 235 14.0% 14.1% ○ ○ ○

12
流動比率（流動資産÷流動負債
×100の％数字）　※合計

a ○ 5 8.8% 162 9.7% 9.6% ○ ○ ○

13
４．営業年数（営業経歴書、登記
事項証明書）

a ○ 7 12.3% 251 15.0% 14.9% ○ ○ ○

WTO

年月日

番号

組合員名簿

新規

更新

業者種別

その他の法人

申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報

申請先地方公共団体

申請先団体

定期/追加/随時/WTO

定期

随時

新規/更新

大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

法人番号

法人番号

官公需適格組合

個人

組合

その他

適格組合申請明細表
※添付書類として提出を求めている場合
は、当該書類の中で下記の項目を設定し
ているかどうかを回答してください。

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

共通申請項目・選択申請項目一覧

追加

採用状況

全団体

申請日

申請日

別紙１
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

14

組合と構成組合員の平均年数
（小数点以下切り捨て）
※組合員ごとの年数・合計の平
均

a ○ 3 5.3% 80 4.8% 4.8% ○ ○ ○

15
５．常勤職員の人数（営業経歴
書）

a ○ 8 14.0% 273 16.3% 16.2% ○ ○ ○

16
組合と構成組合員の合計人数
※組合員ごと・合計

a ○ 5 8.8% 152 9.1% 9.1% ○ ○ ○

17
６．設備の額
※組合員ごと・合計

a ○ 2 3.5% 102 6.1% 6.0% ○ ○ ○

18
組合と構成組合員の合計額
※組合員ごと・合計

a ○ 1 1.8% 85 5.1% 5.0% ○ ○ ○

8 a 57 100.0% 1,637 97.7% 97.7%

1 a ○ 54 94.7% 1,600 95.5% 95.4% ○ ○ ○

2 a ○ 17 29.8% 841 50.2% 49.5% ○ ○ ○

3 a ○ 57 100.0% 1,632 97.4% 97.5% ○ ○ ○

4 - - - - - - - - ○ - - ○

5 - - - - - - - - ○ - - ○

6 b ○ 23 40.4% 748 44.6% 44.5% ○ ○ ○

9 b 57 100.0% 1,563 93.3% 93.5%

1 b ○ 57 100.0% 1,565 93.4% 93.6% ○ ○ ○

2 b ○ 51 89.5% 1,449 86.5% 86.6% ○ ○ ○

3 b ○ 31 54.4% 914 54.5% 54.5% ○ ○ ○

4 - - - - - - - - ○ - - ○

10 a 57 100.0% 1,630 97.3% 97.3%

1 a ○ 54 94.7% 1,570 93.7% 93.7% ○ ○ ○

2 a ○ 56 98.2% 1,609 96.0% 96.1% ○ ○ ○

11 a 57 100.0% 1,640 97.9% 97.9%

1 a ○ 57 100.0% 1,599 95.4% 95.6% ○ ○ ○

2 a ○ 41 71.9% 1,282 76.5% 76.3% ○ ○ ○

3 a ○ 57 100.0% 1,629 97.2% 97.3% ○ ○ ○

12 a 45 78.9% 1,110 66.2% 66.6%

1 a ○ 45 78.9% 1,105 65.9% 66.4% ○ ○ ○

13 a 53 93.0% 1,441 86.0% 86.2%

1 - - - - - - - - ○ - - ○

2 - - - - - - - - ○ - - ○

3 a ○ 21 36.8% 762 45.5% 45.2% ○ ○ ○

4 a ○ 53 93.0% 1,433 85.5% 85.7% ○ ○ ○

5 a ○ 10 17.5% 457 27.3% 26.9% ○ ○ ○

6 a ○ 2 3.5% 225 13.4% 13.1% ○ ○ ○

7 a ○ 11 19.3% 473 28.2% 27.9% ○ ○ ○

8 a ○ 41 71.9% 1,008 60.1% 60.5% ○ ○ ○

9 a ○ 33 57.9% 884 52.7% 52.9% ○ ○ ○

10 a ○ 51 89.5% 1,386 82.7% 82.9% ○ ○ ○

11 a ○ 26 45.6% 903 53.9% 53.6% ○ ○ ○

14 a 38 66.7% 997 59.5% 59.7%

1 a ○ 26 45.6% 847 50.5% 50.4% ○ ○ ○

1 ゴム製品 a ○ 10 17.5% 454 27.1% 26.8% ○ ○ ○

2 その他 a ○ 12 21.1% 535 31.9% 31.6% ○ ○ ○

2 a ○ 32 56.1% 880 52.5% 52.6% ○ ○ ○

1 卸売 a ○ 21 36.8% 556 33.2% 33.3% ○ ○ ○

2 小売 a ○ 21 36.8% 566 33.8% 33.9% ○ ○ ○

3 a ○ 29 50.9% 863 51.5% 51.5% ○ ○ ○

1
ソフトウェア業又は情報処理
サービス業

a ○ 15 26.3% 653 39.0% 38.5% ○ ○ ○

2 旅館業 a ○ 8 14.0% 401 23.9% 23.6% ○ ○ ○

3 サービス業 a ○ 14 24.6% 545 32.5% 32.3% ○ ○ ○

4 その他 a ○ 21 36.8% 685 40.9% 40.7% ○ ○ ○

4 a ○ 13 22.8% 535 31.9% 31.6% ○ ○ ○

1 立木竹 a ○ 7 12.3% 310 18.5% 18.3% ○ ○ ○

2 その他 a ○ 9 15.8% 405 24.2% 23.9% ○ ○ ○

住所

部署名

メールアドレス（●個まで）

電話番号

ホームページアドレス

氏名

設立年月日

物品の買受

郵便番号

商号又は名称

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称

代表者

住所（フリガナ）

役職

氏名（フリガナ）

役職

部署

FAX番号

主たる事業の種類

物品の製造

物品の販売

役務の提供等

担当者

氏名（フリガナ）

氏名

住所（市区町村）

住所（町名・番地等）

設立年月日

住所（都道府県）

登記上の住所
※法人のみ・住所が異なる場合

本社電話番号等

電話番号

FAX番号

メールアドレス

本社住所　※個人の場合は事業所の所在地を記入

郵便番号

住所（フリガナ）
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

15 a 54 94.7% 1,524 90.9% 91.1%

1 a ○ - - - - - ○ - - ○

2 a ○ 54 94.7% 1,510 90.1% 90.2% ○ ○ ○

3 - - - - - - - - ○ - - ○

4 委任事項 - - - - - - - - ○ - - ○

1
見積及び入札に関する一切の
権限

- - - - - - - - ○ - - ○

2
契約の締結に関する一切の権
限

- - - - - - - - ○ - - ○

3
物品の納入及び取引等に関す
る一切の権限

- - - - - - - - ○ - - ○

4
代金の請求及び受領に関する
一切の権限

- - - - - - - - ○ - - ○

5
復代理人の選任に関する一切
の権限

- - - - - - - - ○ - - ○

5 a ○ 47 82.5% 1,441 86.0% 85.9% ○ ○ ○

6 - - - - - - - - ○ - - ○

7 a ○ 53 93.0% 1,497 89.3% 89.4% ○ ○ ○

8 - - - - - - - - ○ - - ○

9 - - - - - - - - ○ - - ○

10 a ○ 52 91.2% 1,431 85.4% 85.6% ○ ○ ○

11 a ○ 43 75.4% 1,335 79.7% 79.5% ○ ○ ○

12 a ○ 28 49.1% 811 48.4% 48.4% ○ ○ ○

13 b ○ 46 80.7% 1,306 77.9% 78.0% ○ ○ ○

14 b ○ 32 56.1% 986 58.8% 58.7% ○ ○ ○

15 b ○ 47 82.5% 1,333 79.5% 79.6% ○ ○ ○

16 - - - - - - - - ○ - - ○

17 - - - - - - - - ○ - - ○

18 - - - - - - - - ○ ○ ○

19 - - - - - - - - ○ ○ ○

20 c ○ 8 14.0% 212 12.6% 12.7% ○ ○ ○

16 a 50 87.7% 1,510 90.1% 90.0%

1 a ○ 51 89.5% 1,482 88.4% 88.5% ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ - - ○

3 - - - - - - - - ○ ○ ○

17 a 48 84.2% 1,238 73.9% 74.2%

1 直前年度決算 - - - 16 28.1% 525 31.3% 31.2% ○ ○ ○

1
決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○
月まで）

- - - 9 15.8% 429 25.6% 25.3% ○ ○ ○

2 売上（収入）金額 - - - 15 26.3% 519 31.0% 30.8% ○ ○ ○

2 直前年度決算 a ○ 48 84.2% 1,204 71.8% 72.2% ○ ○ ○

1
決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○
月まで）

a ○ 30 52.6% 934 55.7% 55.6% ○ ○ ○

2 売上（収入）金額 a ○ 48 84.2% 1,180 70.4% 70.9% ○ ○ ○

3
営業品目（大分類）ごとの売上
金額

- - - - - - - - ○ ○ ○

3 前２か年間の平均実績高 - - - 15 26.3% 425 25.4% 25.4% ○ ○ ○

営業所情報・受任者情報

営業所名称

郵便番号

所在地（都道府県）

電話番号

FAX番号

所在地（町名・番地等）

営業所等に対する入札・契約等に関する
権限の委任の有無

営業所担当者氏名（フリガナ）

営業所名称（フリガナ）

所在地（フリガナ）

製造・販売実績等

所在地（市区町村）

希望する営業品目
※営業所ごとに選択可能
※資格の種類は別紙調査票③

営業品目の希望順位
※●位まで記載

メールアドレス

営業所の代表者役職
※委任をしている場合は受任者役職

営業所代表者氏名（フリガナ）
※委任をしている場合は受任者氏名（フリ
ガナ）

営業所代表者氏名
※委任をしている場合は受任者氏名

営業所ごとの担当区域
（都道府県名・市区町村名・その他字名等
を記入）

希望する営業品目

営業所担当者氏名

営業年数

取扱いメーカー
※営業品目ごと

営業所の常勤職員の人数
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

18 a 48 84.2% 1,169 69.7% 70.2%

1 a ○ 34 59.6% 790 47.1% 47.5% ○ ○ ○

1 払込資本金 a ○ 22 38.6% 647 38.6% 38.6% ○ ○ ○

2 （うち外国資本） a ○ 8 14.0% 322 19.2% 19.0% ○ ○ ○

3 準備金・積立金 a ○ 10 17.5% 505 30.1% 29.7% ○ ○ ○

4 計 a ○ 16 28.1% 610 36.4% 36.1% ○ ○ ○

2 a ○ 12 21.1% 409 24.4% 24.3% ○ ○ ○

1 次期繰越利益（欠損）金 a ○ 12 21.1% 387 23.1% 23.0% ○ ○ ○

2 計 a ○ 8 14.0% 377 22.5% 22.2% ○ ○ ○

3 決算後の増減額 a ○ 8 14.0% 430 25.7% 25.3% ○ ○ ○

1 払込資本金 a ○ 6 10.5% 361 21.5% 21.2% ○ ○ ○

2 （うち外国資本） a ○ 1 1.8% 237 14.1% 13.7% ○ ○ ○

4 a ○ 29 50.9% 771 46.0% 46.2% ○ ○ ○

1 払込資本金 a ○ 13 22.8% 547 32.6% 32.3% ○ ○ ○

2 （うち外国資本） a ○ 2 3.5% 282 16.8% 16.4% ○ ○ ○

3 準備金・積立金 a ○ 6 10.5% 445 26.6% 26.0% ○ ○ ○

4 次期繰越利益（欠損）金 a ○ 10 17.5% 402 24.0% 23.8% ○ ○ ○

5 計 a ○ 28 49.1% 744 44.4% 44.5% ○ ○ ○

18 a - - - - -

1 a ○ 34 59.6% 790 47.1% 47.5% ○ ○ ○

1 払込資本金 a ○ 22 38.6% 647 38.6% 38.6% ○ ○ ○

2 資本剰余金 - - - - - - - - ○ ○ ○

3 利益剰余金 - - - - - - - - ○ ○ ○

4 株主資本 - - - - - - - - ○ ○ ○

5 評価・換算差額等 - - - - - - - - ○ ○ ○

6 新株予約権 - - - - - - - - ○ ○ ○

7 純資産（④＋⑤＋⑥） a ○ 16 28.1% 610 36.4% 36.1% ○ ○ ○

2 決算後の増減額 a ○ 8 14.0% 430 25.7% 25.3% ○ ○ ○

1 払込資本金 a ○ 6 10.5% 361 21.5% 21.2% ○ ○ ○

2 資本剰余金（任意） - - - - - - - - ○ ○ ○

3 利益剰余金（任意） - - - - - - - - ○ ○ ○

3 a ○ 29 50.9% 771 46.0% 46.2% ○ ○ ○

1 払込資本金 a ○ 13 22.8% 547 32.6% 32.3% ○ ○ ○

2 資本剰余金 - - - - - - - - ○ ○ ○

3 利益剰余金 - - - - - - - - ○ ○ ○

4 株主資本 - - - - - - - - ○ ○ ○

5 評価・換算差額等 - - - - - - - - ○ ○ ○

6 新株予約権 - - - - - - - - ○ ○ ○

7 合計（④＋⑤＋⑥） a ○ 28 49.1% 744 44.4% 44.5% ○ ○ ○

○ ○ ○

19 a 37 64.9% 902 53.8% 54.2%

1 a ○ 34 59.6% 793 47.3% 47.7% ○ ○ ○

1 流動資産 a ○ 37 64.9% 871 52.0% 52.4% ○ ○ ○

2 流動負債 a ○ 37 64.9% 870 51.9% 52.3% ○ ○ ○

3 流動比率 a ○ 27 47.4% 714 42.6% 42.8% ○ ○ ○

○ ○ ○

※個人の場合、流動資産には、所得
税青色申告決算書の貸借対照表（資
産負債調）の科目で、【現金】から【貸
付金】の合計金額を記入する。流動負
債には、【支払手形】から【預り金】の
合計金額を記入する。
※所得税を白色申告している個人
は、０と記入する。

自己資本額

直前決算時

剰余（欠損）金処分

経営状況

自己資本額

直前決算時

流動比率

※個人の場合、「事前決算時」の「払
込資本金」欄に、（事業主借＋元入金
＋青色申告特別控除前の所得金額）-
事業主貸の金額を記入する。
所得税を白色申告している個人は、
0円と記入する。

合計

合計
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

20 12 21.1% 199 11.9% 12.2%

1 - - - 9 15.8% 173 10.3% 10.5% ○ ○ ○

2 - - - 9 15.8% 136 8.1% 8.4% ○ ○ ○

3 1 国名 - - - 9 15.8% 132 7.9% 8.1% ○ ○ ○

4 - - - 7 12.3% 137 8.2% 8.3% ○ ○ ○

5 1 国名（２カ国まで記入） - - - 6 10.5% 134 8.0% 8.1% ○ ○ ○

6 2 比率（２カ国まで記入） - - - 6 10.5% 137 8.2% 8.3% ○ ○ ○

21 a 54 94.7% 1,368 81.6% 82.1%

1 a ○ 54 94.7% 1,368 81.6% 82.1% ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ ○ ○

3 - - - - - - - - ○ ○ ○

4 - - - - - - - - ○ ○ ○

5 d - ○ 21 36.8% 405 24.2% 24.6% ○ ○ ○

6 - - - - - - - - ○ ○ ○

22 - - - 13 22.8% 312 18.6% 18.8%

1 - - - 11 19.3% 300 17.9% 17.9% ○ ○ ○

2 - - - 10 17.5% 249 14.9% 14.9% ○ ○ ○

3 - - - 9 15.8% 236 14.1% 14.1% ○ ○ ○

4 - - - 11 19.3% 236 14.1% 14.3% ○ ○ ○

23 a 37 64.9% 1,118 66.7% 66.6%

1 a ○ 20 35.1% 664 39.6% 39.5% ○ ○ ○

1
出来事（創業、法人設立、合併
等）

a ○ 23 40.4% 569 33.9% 34.2% ○ ○ ○

2 和暦（年月） a ○ 21 36.8% 573 34.2% 34.3% ○ ○ ○

3 明治より前（チェック） a ○ 1 1.8% 166 9.9% 9.6% ○ ○ ○

4 詳細 a ○ 3 5.3% 200 11.9% 11.7% ○ ○ ○

2 a ○ 20 35.1% 539 32.2% 32.3% ○ ○ ○

3 a ○ 38 66.7% 1,113 66.4% 66.4% ○ ○ ○

うち障害者の人数

設備の額（希望する営業品目で「物品の製造」を選
択した場合）

機械装置類（千円）

運搬具類（千円）

外資状況

うち技術職員の人数

うち事務職員の人数

うちその他の職員の人数

役職員等の人数

営業経歴

営業年数の求め方（以下から選択）
・登記のある方は、法人設立の年月日から
申請日までの満年数
・個人から法人成りされた場合は、個人の
創立年月日から申請日までの満年数
・登記がない方は、創立年月日から申請ま
での満年数
・その他（合併・分社・事業譲渡等の場合。
沿革に要入力）
※　休業等で中断した期間がある場合に
は、これを除いた期間とする。

営業年数（満○年）

沿革

外資なし

外国籍会社

日本国籍会社

工具その他（千円）

合計（千円）

常勤職員等の人数

常勤職員の人数
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

24 a 37 64.9% 1,189 70.9% 70.7%

1 a ○ 35 61.4% 1,070 63.8% 63.8% ○ ○ ○

1

当社（個人である場合は私、団
体である場合は当団体。以下
同じ。）は、入札参加資格審査
に申請するにあたり、下記の事
項について誓約します。

a ○ 28 49.1% 1,010 60.3% 59.9% ○ ○ ○

2

この誓約が虚偽であり、又はこ
の誓約に反したことにより、当
方が不利益を被ることとなっ
ても、異議は一切申し立てませ
ん。

a ○ 20 35.1% 745 44.5% 44.1% ○ ○ ○

3

また、貴職において必要と判断
した場合に、役員等名簿により
提出する当方の個人情報を警
察に提供することについて同
意します。

a ○ 26 45.6% 700 41.8% 41.9% ○ ○ ○

4

暴力団員による不当な行為の
防止等に関する法律（平成３年
法律第77号）及び入札参加資
格審査の申請先地方公共団体
の暴力団排除条例に規定する
暴力団員等又は暴力団若しく
は暴力団の構成員と密接な関
係を有する者のいずれにも該
当しないこと。

a ○ 32 56.1% 1,101 65.7% 65.4% ○ ○ ○

5

当社は、競争入札参加資格の
不認定その他の排除措置を受
けた場合、貴職が住所又は所
在地、氏名又は名称並びに排
除措置理由及び内容を申請先
地方公共団体の公式ホーム
ページへの掲載その他の方法
により公表することに同意しま
す。

- - - 6 10.5% 206 12.3% 12.2% ○ ○ ○

25 a 32 56.1% 698 41.6% 42.1%

1 a ○ 30 52.6% 616 36.8% 37.3% ○ ○ ○

1 役職 a ○ 27 47.4% 584 34.8% 35.3% ○ ○ ○

2 氏名（フリガナ） a ○ 25 43.9% 403 24.0% 24.7% ○ ○ ○

3 氏名 a ○ 29 50.9% 597 35.6% 36.1% ○ ○ ○

4 住所 - - - - - - - - ○ ○ ○

5 性別 a ○ 18 31.6% 304 18.1% 18.6% ○ ○ ○

6 生年月日　※和暦で記入 a ○ 26 45.6% 380 22.7% 23.4% ○ ○ ○

2 b ○ 25 43.9% 707 42.2% 42.2% ○ ○ ○

1 役職 b ○ 24 42.1% 674 40.2% 40.3% ○ ○ ○

2 氏名（フリガナ） b ○ 19 33.3% 460 27.4% 27.6% ○ ○ ○

3 氏名 b ○ 26 45.6% 693 41.3% 41.5% ○ ○ ○

4 住所 - - - - - - - - ○ ○ ○

5 性別 b ○ 11 19.3% 181 10.8% 11.1% ○ ○ ○

6 生年月日 ※和暦で記入 b ○ 16 28.1% 211 12.6% 13.1% ○ ○ ○

役員等名簿

役員（個人の場合は代表者）

入札・契約等に係る権限の委任を受けて
いる者

※法人の場合、当役員等名簿に記入する
対象は登記事項証明書に記載されている
役員（事業協同組合の場合は理事）です。
（ただし、監査役は除く。）代表者を先頭
に、その他は登記事項証明書の表示順に、
登記事項証明書に記載されているとおり
に入力してください。

※申請先地方公共団体との契約等に係る
権限を委任している場合、当該委任を受
けている者についても記入してください。

※登記事項証明書に記載された役員が申
請時にすでに退任等している場合、「役
職」欄に退任日、「氏名」欄に登記事項証明
書に記載の氏名・フリガナを記入してくだ
さい。

※記載欄が不足する場合は、「役員等名簿
追加用」を追加してください。

※個人の場合、その者（個人事業主）及び
同居する親族について入力してください。
役職欄は省略可能です。

○ ○ ○

誓約（チェック）

暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当しないこ
との誓約
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

26 a - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

- - - 8 14.0% 379 22.6% 22.3% ○ ○ ○

27 a - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

1

申請先地方公共団体の職員か
ら架空の請求書の作成、納品
書と異なる物品の納入など、不
適正な事務処理を依頼された
場合は拒否します。

- - - - - - - - ○ ○ ○

2
上記のような依頼があった場
合には、申請先地方公共団体
の会計担当課へ通報します。

- - - - - - - - ○ ○ ○

3

申請先地方公共団体が不適正
な事務処理に係る調査等を実
施する際には、申請先地方公共
団体が調達した物品、役務等に
係る関係書類、帳簿等を提供
するなど、全面的に協力しま
す。

- - - - - - - - ○ ○ ○

28 a 24 42.1% 826 49.3% 49.0%

1 a ○ 10 17.5% 411 24.5% 24.3% ○ ○ ○

2 a ○ 24 42.1% 821 49.0% 48.8% ○ ○ ○

3 b ○ 11 19.3% 413 24.6% 24.5% ○ ○ ○

4 a ○ 13 22.8% 521 31.1% 30.8% ○ ○ ○

5 a ○ 13 22.8% 637 38.0% 37.5% ○ ○ ○

6 a ○ 17 29.8% 534 31.9% 31.8% ○ ○ ○

7 a ○ 24 42.1% 794 47.4% 47.2% ○ ○ ○

29 d 39 68.4% 585 34.9% 36.0%

1 d ○ 29 50.9% 517 30.8% 31.5% ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ ○ ○

3 d ○ 35 61.4% 560 33.4% 34.3% ○ ○ ○

4 - - - - - - - - ○ ○ ○

5 - - - - - - - - ○ ○ ○

3 d ○ 13 22.8% 170 10.1% 10.6% ○ ○ ○

30 d 21 36.8% 229 13.7% 14.4%

1 d ○ 21 36.8% 228 13.6% 14.4% ○ ○ ○

31 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

32 d 23 40.4% 241 14.4% 15.2%

1 d ○ 23 40.4% 240 14.3% 15.2% ○ ○ ○

33 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ ○ ○

34 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ ○ ○

エコアクション21認証取得状況

エコアクション21認証（有無）

障害者法定雇用率の達成状況

障害者法定雇用率の達成状況（達成して
いればチェック）

プライバシーマーク取得（有無）

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行
動計画

一般事業主行動計画の届出状況（有無）

基準適合一般事業主の認定（くるみん認
定）の取得（有無）

ISO関係認証取得状況

ISO9000シリーズ認定取得（新規）（有
無）

ISO14000シリーズ認定取得（新規）（有
無）

その他シリーズ（有無）

代理申請人（行政書士）

氏名（フリガナ）

氏名

行政書士番号

郵便番号

住所

情報セキュリティマネジメントシステム
（ISMS）認証取得（有無）

ISO9000シリーズ認定取得（継続）（有
無）

ISO14000シリーズ認定取得（継続）（有
無）

地方税等の納税等の状況の調査への同意（地方税、
水道料金、下水道使用料）

調査への同意（チェック）

※申請先地方公共団体の税（個人道府県
民税及び地方消費税を除く。）、水道料金
及び下水道使用料並びにこれらに付随す
る延滞金等（以下「税等」という。）に滞納
がないことの確認のため、申請先地方公
共団体の税務担当職員等が物品の購入、
役務の提供等の契約に係る競争入札参加
資格審査に関わる職員に対して、申請先
地方公共団体の税等の完納又は未納情報
の提供を行うことに同意します。

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

一般事業主行動計画の届出状況（有無）

基準適合一般事業主の認定（えるぼし認
定）の取得（有無）

プライバシーマーク取得状況

メールアドレス

電話番号

誓約（チェック）

不適正な事務処理に関する誓約
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

35 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

- - - - - - - - ○ ○ ○

36 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

37 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

38 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

38 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ ○ ○

39 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ ○ ○

40 - - - - - - - -

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

41 d 29 50.9% 765 45.6% 45.8%

1 d ○ 25 43.9% 611 36.5% 36.7% ○ ○ ○

1 特定建築物調査員 d ○ 2 3.5% 272 16.2% 15.8% ○ ○ ○

2 建築設備検査員 d ○ 5 8.8% 289 17.2% 17.0% ○ ○ ○

3 昇降機等検査員 d ○ 15 26.3% 333 19.9% 20.1% ○ ○ ○

4 防火設備検査員 d - - - - - - - ○ ○ ○

5 甲種危険物取扱者 d ○ 15 26.3% 471 28.1% 28.0% ○ ○ ○

6 乙種危険物取扱者 d ○ 17 29.8% 473 28.2% 28.3% ○ ○ ○

7 うち乙種４類危険物取扱者 d - - - - - - - ○ ○ ○

8 丙種危険物取扱者 d ○ 14 24.6% 469 28.0% 27.9% ○ ○ ○

9 第一種電気主任技術者 d ○ 22 38.6% 575 34.3% 34.4% ○ ○ ○

10 第二種電気主任技術者 d ○ 22 38.6% 575 34.3% 34.4% ○ ○ ○

11 第三種電気主任技術者 d ○ 22 38.6% 575 34.3% 34.4% ○ ○ ○

12 第一種電気工事士 d ○ 19 33.3% 521 31.1% 31.2% ○ ○ ○

13 第二種電気工事士 d ○ 19 33.3% 517 30.8% 30.9% ○ ○ ○

14 認定電気工事従事者 d ○ 6 10.5% 323 19.3% 19.0% ○ ○ ○

15 特殊電気工事資格者 d ○ 5 8.8% 318 19.0% 18.6% ○ ○ ○

16 １級電気工事施工管理技士 d - - - - - - - ○ ○ ○

17 １級管工事施工管理技士 d - - - - - - - ○ ○ ○

18
床上操作式クレーン運転技能
講習修了者

d - - - - - - - ○ ○ ○

19
高所作業車運転技能講習修了
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

20
高所作業車運転特別教育修了
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

21 玉掛け技能講習修了者 d - - - - - - - ○ ○ ○

22 ゴンドラ取扱特別教育修了者 d - - - - - - - ○ ○ ○

23 刈払機取扱作業者 d - - - - - - - ○ ○ ○

24 第一級陸上無線技術士 d - - - - - - - ○ ○ ○

25 第二級陸上無線技術士 d - - - - - - - ○ ○ ○

26 第一級陸上特殊無線技士 d - - - - - - - ○ ○ ○

27 第二級陸上特殊無線技士 d - - - - - - - ○ ○ ○

28 第三級陸上特殊無線技士 d - - - - - - - ○ ○ ○

29
電気通信主任技術者（伝送交
換）

d - - - - - - - ○ ○ ○

地方公共団体との災害時応援協定の締結
状況（有無）

保護観察対象者等の協力雇用主への登録状況

保護観察対象者等の協力雇用主としての
法務省保護観察所への登録（有無）

技術者資格（人数を記入）

建物管理・施設等保守管理業務関連資格

就業規則への育児・介護休業制度の規定状況

就業規則への育児・介護休業制度の規定
（有無）

※育児休業、介護休業等育児又は家族介
護を行う労働者の福祉に関する法律第２
条に定義する育児休業制度と介護休業制
度の両方を就業規則に規定している場合
は「有」

消防団協力事業所表示制度に基づく認定
状況（有無）

認定市町村（申請先地方公共団体）

パートナーシップ構築宣言の状況

「パートナーシップ構築宣言」のポータルサ
イトへの宣言の登録（有無）

青少年の雇用の促進等に関する法律に基
づく認定（ユースエール認定）の取得（有
無）

消防団協力事業所表示制度に基づく認定状況

健康経営優良法人の認定状況

健康経営優良法人の認定の取得（有無）

青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定
状況

災害時応援協定の締結状況

締結している地方公共団体（申請先地方
公共団体）
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

30
第一級アナログ通信工事担任
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

31
第二級アナログ通信工事担任
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

32
第一級デジタル通信工事担任
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

33
第二級デジタル通信工事担任
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

34 総合通信工事担任者 d - - - - - - - ○ ○ ○

35 CATV総合監理技術者 d - - - - - - - ○ ○ ○

36 第1級CATV技術者 d - - - - - - - ○ ○ ○

37 第2級CATV技術者 d - - - - - - - ○ ○ ○

38 酸素欠乏危険作業主任者 d - - - - - - - ○ ○ ○

39
酸素欠乏・硫化水素危険作業
主任者

d - - - - - - - ○ ○ ○

40 １級自動ドア施工技能士 d - - - - - - - ○ ○ ○

41 ２級自動ドア施工技能士 d - - - - - - - ○ ○ ○

42 １級舞台機構調整技能士 d - - - - - - - ○ ○ ○

43
自家用発電設備専門技術者
（保全部門）

d - - - - - - - ○ ○ ○

44 蓄電池設備整備資格者 d - - - - - - - ○ ○ ○

45 エネルギー管理士(電気) d - - - - - - - ○ ○ ○

46 １級計装士 d - - - - - - - ○ ○ ○

47 ボイラー・タービン主任技術者 d ○ 3 5.3% 266 15.9% 15.5% ○ ○ ○

48 特級ボイラー技士 d ○ 16 28.1% 515 30.7% 30.6% ○ ○ ○

49 1級ボイラー技士 d ○ 20 35.1% 517 30.8% 31.0% ○ ○ ○

50 2級ボイラー技士 d ○ 20 35.1% 515 30.7% 30.9% ○ ○ ○

51 ボイラー整備士 d ○ 17 29.8% 423 25.2% 25.4% ○ ○ ○

52 ボイラー取扱技能講習修了者 d - - - - - - - ○ ○ ○

53
ボイラー据付け工事作業主任
者技能講習修了者

d - - - - - - - ○ ○ ○

54
地下タンク等定期点検技術者
講習修了者

d - - - - - - - ○ ○ ○

55 一級建築士 d - - - - - - - ○ ○ ○

56 二級建築士 d - - - - - - - ○ ○ ○

57 甲種１類消防設備士 d ○ 23 40.4% 512 30.5% 30.9% ○ ○ ○

58 甲種２類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

59 甲種３類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

60 甲種４類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

61 甲種５類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

62 乙種１類消防設備士 d ○ 23 40.4% 512 30.5% 30.9% ○ ○ ○

63 乙種２類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

64 乙種３類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

65 乙種４類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

66 乙種５類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

67 乙種６類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

68 乙種７類消防設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

69 第1種消防設備点検資格者 d ○ 18 31.6% 499 29.8% 29.8% ○ ○ ○

70 第2種消防設備点検資格者 d ○ 18 31.6% 499 29.8% 29.8% ○ ○ ○

71 防火対象物点検資格者 d - - - - - - - ○ ○ ○

72 防災管理点検資格者 d - - - - - - - ○ ○ ○

73
第一種冷凍機械責任者
（高圧ガス製造保安責任者）

d ○ 12 21.1% 416 24.8% 24.7% ○ ○ ○

74
第二種冷凍機械責任者
（高圧ガス製造保安責任者）

d ○ 12 21.1% 418 24.9% 24.8% ○ ○ ○

75
第三種冷凍機械責任者
（高圧ガス製造保安責任者）

d ○ 11 19.3% 419 25.0% 24.8% ○ ○ ○

76 冷凍空気調和機器施工技能士 d - - - - - - - ○ ○ ○

77
第一種冷媒フロン類取扱技術
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

78
第二種冷媒フロン類取扱技術
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

79 冷媒回収技術者 d - - - - - - - ○ ○ ○

80 電話応対技能検定合格者 d - - - - - - - ○ ○ ○

81 １級造園施工管理技士 d - - - - - - - ○ ○ ○
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

82 ２級造園施工管理技士 d - - - - - - - ○ ○ ○

83 １級造園技能士 d - - - - - - - ○ ○ ○

84 ２級造園技能士 d - - - - - - - ○ ○ ○

85 ３級造園技能士 d - - - - - - - ○ ○ ○

86 公園施設製品安全管理士 d - - - - - - - ○ ○ ○

87 公園施設製品整備技士 d - - - - - - - ○ ○ ○

2 d ○ 18 31.6% 558 33.3% 33.2% ○ ○ ○

88 建築物環境衛生管理技術者 d ○ 15 26.3% 494 29.5% 29.4% ○ ○ ○

89 1級ビル設備管理技能士 d - - - - - - - ○ ○ ○

90 2級ビル設備管理技能士 d - - - - - - - ○ ○ ○

91
建築物清掃管理評価資格者（イ
ンスペクター）

d - - - - - - - ○ ○ ○

92 清掃作業監督者 d ○ 9 15.8% 318 19.0% 18.9% ○ ○ ○

93 １級ビルクリーニング技能士 d ○ 7 12.3% 305 18.2% 18.0% ○ ○ ○

94 清掃作業従事者研修修了者 d - - - - - - - ○ ○ ○

95 空気環境測定実施者 d ○ 8 14.0% 312 18.6% 18.5% ○ ○ ○

96 ダクト清掃作業監督者 d - - - - - - - ○ ○ ○

97
ダクト清掃作業従事者研修修
了者

d - - - - - - - ○ ○ ○

98 水質検査実施者 d - - - - - - - ○ ○ ○

99 貯水槽清掃作業監督者 d ○ 9 15.8% 334 19.9% 19.8% ○ ○ ○

100 貯水槽衛生管理技術者 d - - - - - - - ○ ○ ○

101
貯水槽清掃作業従事者研修修
了者

d - - - - - - - ○ ○ ○

102 排水管清掃作業監督者 d - - - - - - - ○ ○ ○

103
排水管清掃作業従事者研修修
了者

d - - - - - - - ○ ○ ○

104 浄化槽技術管理者 d - - - - - - - ○ ○ ○

105 浄化槽設備士 d - - - - - - - ○ ○ ○

106 浄化槽管理士 d - - - - - - - ○ ○ ○

107 防除作業監督者 d ○ 8 14.0% 305 18.2% 18.1% ○ ○ ○

108 防除作業従事者研修修了者 d - - - - - - - ○ ○ ○

109 統括管理者 d ○ 4 7.0% 276 16.5% 16.2% ○ ○ ○

110 空調給排水管理監督者 d - - - - - - - ○ ○ ○

111 第３種下⽔道技術検定合格者 d ○ 2 3.5% 247 14.7% 14.4% ○ ○ ○

112
下水道管理技術認定試験（管
路施設）合格者

d ○ 2 3.5% 245 14.6% 14.3% ○ ○ ○

113
下水道の設計等の資格（下水
道法第22条第２項関係）

d ○ 2 3.5% 306 18.3% 17.8% ○ ○ ○

114 下水道管路管理技士 d ○ 2 3.5% 245 14.6% 14.3% ○ ○ ○

2 d ○ 17 29.8% 545 32.5% 32.4% ○ ○ ○

1 警備員指導教育責任者 d ○ 9 15.8% 396 23.6% 23.4% ○ ○ ○

2
施設警備業務一級検定合格警
備員

d - - - - - - - ○ ○ ○

3
施設警備業務二級検定合格警
備員

d - - - - - - - ○ ○ ○

4
雑踏警備業務一級検定合格警
備員

d - - - - - - - ○ ○ ○

5
雑踏警備業務二級検定合格警
備員

d - - - - - - - ○ ○ ○

6
交通誘導警備業務一級検定合
格警備員

d ○ 8 14.0% 288 17.2% 17.1% ○ ○ ○

7
交通誘導警備業務二級検定合
格警備員

d - - - - - - - ○ ○ ○

8
貴重品運搬警備業務一級検定
合格警備員

d ○ 5 8.8% 280 16.7% 16.4% ○ ○ ○

9
貴重品運搬警備業務二級検定
合格警備員

d - - - - - - - ○ ○ ○

10 機械警備業務管理者 d ○ 8 14.0% 402 24.0% 23.7% ○ ○ ○

11 自衛消防業務講習修了者 d - - - - - - - ○ ○ ○

12
防災センター要員講習修了者
かつ自衛消防技術認定証保有
者

d ○ 2 3.5% 240 14.3% 14.0% ○ ○ ○

13 自衛消防技術認定資格者 d ○ 3 5.3% 239 14.3% 14.0% ○ ○ ○

清掃業務関連資格

警備業務関連資格
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

3 d ○ 6 10.5% 348 20.8% 20.4% ○ ○ ○

1 栄養士 d ○ 5 8.8% 307 18.3% 18.0% ○ ○ ○

2 調理師 d ○ 5 8.8% 307 18.3% 18.0% ○ ○ ○

4 d ○ 9 15.8% 409 24.4% 24.1% ○ ○ ○

1 環境計量士 d ○ 5 8.8% 341 20.3% 20.0% ○ ○ ○

2 測量士 d ○ 4 7.0% 290 17.3% 17.0% ○ ○ ○

3 測量士補 d ○ 1 1.8% 271 16.2% 15.7% ○ ○ ○

4 土地区画整理士 d ○ 1 1.8% 254 15.2% 14.7% ○ ○ ○

5 不動産鑑定士 d ○ 3 5.3% 298 17.8% 17.4% ○ ○ ○

6 不動産鑑定士補 d ○ 0 0.0% 266 15.9% 15.3% ○ ○ ○

7 SE d ○ 3 5.3% 250 14.9% 14.6% ○ ○ ○

8 プログラマー d ○ 1 1.8% 233 13.9% 13.5% ○ ○ ○

9 オペレーター d ○ 2 3.5% 243 14.5% 14.1% ○ ○ ○

10 キーパンチャー d ○ 1 1.8% 243 14.5% 14.1% ○ ○ ○

7 第一種衛生管理者 d - - - - - - - ○ ○ ○

8 第二種衛生管理者 d - - - - - - - ○ ○ ○

9 第一種作業環境測定士 d - - - - - - - ○ ○ ○

10
特定化学物質及び四アルキル
鉛等作業主任者

d - - - - - - - ○ ○ ○

11 有機溶剤作業主任者 d - - - - - - - ○ ○ ○

12 石綿作業主任者 d - - - - - - - ○ ○ ○

13
一般建築物石綿含有建材調査
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

14
一戸建て等石綿含有建材調査
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

15
特定建築物石綿含有建材調査
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

16
水質関係第1種公害防止管理
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

17
水質関係第2種公害防止管理
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

18
水質関係第3種公害防止管理
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

19
水質関係第4種公害防止管理
者

d - - - - - - - ○ ○ ○

5 d - - - - - - - ○ ○ ○

1 ITパスポート d - - - - - - - ○ ○ ○

2 情報セキュリティマネジメント d - - - - - - - ○ ○ ○

3 基本情報技術者 d - - - - - - - ○ ○ ○

4 応用情報技術者 d - - - - - - - ○ ○ ○

5  ITストラテジスト d - - - - - - - ○ ○ ○

6 システムアーキテクト d - - - - - - - ○ ○ ○

7 プロジェクトマネージャ d - - - - - - - ○ ○ ○

8 ネットワークスペシャリスト d - - - - - - - ○ ○ ○

9 データベーススペシャリスト d - - - - - - - ○ ○ ○

10
エンベデッドシステムスペシャ
リスト

d - - - - - - - ○ ○ ○

11 ITサービスマネージャ d - - - - - - - ○ ○ ○

12 システム監査技術者 d - - - - - - - ○ ○ ○

13 情報処理安全確保支援士 d - - - - - - - ○ ○ ○

42 d 14 24.6% 518 30.9% 30.7%

1 d ○ 13 22.8% 481 28.7% 28.5% ○ ○ ○

2 d ○ 8 14.0% 381 22.7% 22.4% ○ ○ ○

3 d ○ 4 7.0% 380 22.7% 22.2% ○ ○ ○

給食業務関連資格

検査・調査業務関連資格

代理店・特約店登録

情報・通信サービス

商号又は名称

区分（総代理店/特約店/代理店等）

取扱品目
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申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

43 d 25 43.9% 1,022 61.0% 60.4%

1 d ○ 15 26.3% 481 28.7% 28.6% ○ ○ ○

1 d ○ 14 24.6% 484 28.9% 28.7% ○ ○ ○

2 d ○ 23 40.4% 922 55.0% 54.5% ○ ○ ○

3 d ○ 4 7.0% 300 17.9% 17.5% ○ ○ ○

4 d ○ 16 28.1% 792 47.3% 46.6% ○ ○ ○

5 d ○ 19 33.3% 595 35.5% 35.4% ○ ○ ○

6 d ○ 24 42.1% 947 56.5% 56.0% ○ ○ ○

7 d ○ 20 35.1% 746 44.5% 44.2% ○ ○ ○

8 d ○ 12 21.1% 463 27.6% 27.4% ○ ○ ○

- - - - - ○ ○

44 d 14 24.6% 256 15.3% 15.6%

1 d ○ 14 24.6% 245 14.6% 14.9% ○ ○ ○

1

健康保険
□　加入
□　未加入
□　適用除外（加入義務無し）

d ○ 13 22.8% 231 13.8% 14.1% ○ ○ ○

2

厚生年金保険
□　加入
□　未加入
□　適用除外（加入義務無し）

d ○ 14 24.6% 227 13.5% 13.9% ○ ○ ○

3

雇用保険
□　加入
□　未加入
□　適用除外（加入義務無し）

d ○ 13 22.8% 232 13.8% 14.1% ○ ○ ○

4

労働者災害補償保険
□　加入
□　未加入
□　適用除外（加入義務無し）

- - - - - - - - ○ ○ ○

2 d ○ 10 17.5% 187 11.2% 11.4% ○ ○ ○

1

健康保険

☐　個人事業主で、労働者５人

未満のため

☐　個人事業主で、加入義務が

ない業種のため（業種： 　　　）

☐　その他（具体的な理由を記

載してください。）

d ○ 10 17.5% 169 10.1% 10.3% ○ ○ ○

2

厚生年金保険

☐　個人事業主で、労働者５人

未満のため

☐　個人事業主で、加入義務が

ない業種のため（業種： 　　　）

☐　その他（具体的な理由を記

載してください。）

- - - - - - - - ○ ○ ○

社会保険・労働保険の加入状況

社会保険・労働保険に未加入又は適用除
外となっている理由（すべて加入している
場合は記入不要）

契約内容

契約金額（千円・税込）

契約年月

完成（予定）年月

※直前２か年間に完成（見込み）した主な
契約の実績（希望する資格の種類等に関
するもの）を入力してください。
※契約の相手方が官公庁でない契約につ
いても入力することができます。

社会保険・労働保険加入状況

営業実績情報

商号又は名称

分類コード（営業品目）

発注者

元請・下請の別

件名

12



申請項目 たたき台 区分

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

中項目
事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報大項目 区分 共通 選択 都道府県 市区町村

小項目

共通 選択

個別意見反映後案

共通 選択

採用状況

全団体

3

雇用保険

☐　被保険者となる従業員がい

ないため（代表及び役員のみ、
同居する親族のみでの経営等）

☐　個人事業主で、労働者５人

未満であり、加入義務がない業
種のため（業種：　　　）

☐　その他（具体的な理由を記

載してください。）

d ○ 10 17.5% 170 10.1% 10.4% ○ ○ ○

4

労働者災害補償保険

☐　被保険者となる従業員がい

ないため（代表及び役員のみ、
同居する親族のみでの経営等）

☐　個人事業主で、労働者５人

未満であり、加入義務がない業
種のため（業種：　　　）

☐　その他（具体的な理由を記

載してください。）

- - - - - - - - ○ ○ ○

- - - - - ○ ○ ○

45 d 5 8.8% 300 17.9% 17.6%

1 d ○ 4 7.0% 239 14.3% 14.0% ○ ○ ○

2 d ○ 5 8.8% 264 15.8% 15.5% ○ ○ ○

1
①親会社の関係にある他の入
札参加資格者の有無

d ○ 4 7.0% 186 11.1% 11.0% ○ ○ ○

2 商号又は名称 d ○ 4 7.0% 268 16.0% 15.7% ○ ○ ○

3 所在地 d ○ 3 5.3% 239 14.3% 14.0% ○ ○ ○

4 代表者氏名 d ○ 1 1.8% 177 10.6% 10.3% ○ ○ ○

5
②子会社の関係にある他の入
札参加資格者の有無

d ○ 4 7.0% 182 10.9% 10.7% ○ ○ ○

6 商号又は名称 d ○ 4 7.0% 261 15.6% 15.3% ○ ○ ○

7 所在地 d ○ 3 5.3% 230 13.7% 13.4% ○ ○ ○

8 代表者氏名 d ○ 1 1.8% 175 10.4% 10.2% ○ ○ ○

3 d ○ 3 5.3% 243 14.5% 14.2% ○ ○ ○

1 商号又は名称 d ○ 2 3.5% 247 14.7% 14.4% ○ ○ ○

2 所在地 d ○ 1 1.8% 221 13.2% 12.8% ○ ○ ○

3 代表者氏名 d ○ 1 1.8% 176 10.5% 10.2% ○ ○ ○

4 d ○ 2 3.5% 150 8.9% 8.8% ○ ○ ○

5 d ○ 5 8.8% 248 14.8% 14.6% ○ ○ ○

1 当社の役員等（役職） d ○ 3 5.3% 186 11.1% 10.9% ○ ○ ○

2 当社の役員等（氏名） d ○ 2 3.5% 189 11.3% 11.0% ○ ○ ○

3
兼任先及び兼任先での役職
（商号又は名称）

d ○ 3 5.3% 245 14.6% 14.3% ○ ○ ○

4
兼任先及び兼任先での役職
（所在地）

d ○ 3 5.3% 187 11.2% 11.0% ○ ○ ○

5
兼任先及び兼任先での役職
（役職）

d ○ 1 1.8% 241 14.4% 14.0% ○ ○ ○

146 105 77 376 30 405 55 403

58.2% 41.8% (17.0%) (83.0%) (6.9%) (93.1%) (12.0%) (88.0%)

合計 - - - - -

※加入義務の有無が不明なときは、必ず
関係機関に確認の上、ご報告ください。
※報告内容について、申請先地方公共団
体が関係機関へ確認する場合がありま
す。

資本関係・人的関係

資本関係に関する事項

１．親会社と子会社の関係にある他の入札
参加資格者の有無

２．親会社を同じくする子会社同士の関係
にある他の入札参加資格者の有無

人的関係に関する事項

３．一方の会社の役員（個人事業主を含
む）が他方の会社の役員又は管財人を現
に兼ねている関係にある他の入札参加資
格者の有無

-
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＜「希望する営業品目」として印刷関連を選択した場合＞

40 d 30 52.6% 289 17.2% 18.4%

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ ○ ○

3 - - - - - - - - ○ ○ ○

4 - - - - - - - - ○ ○ ○

5 d ○ 28 49.1% 248 14.8% 15.9% ○ ○ ○

6 d ○ - - - - - ○ ○ ○

7 d ○ - - - - - ○ ○ ○

8 d ○ - - - - - ○ ○ ○

○

○

○

＜「希望する営業品目」として「物品の製造・販売」の「既製印章」又は「特注印章」を希望する場合＞

1

1 - - - - - - - - ○ ○ ○

2 - - - - - - - - ○ ○ ○

3 - - - - - - - - ○ ○ ○

4 - - - - - - - - ○ ○ ○

機械器具設備状況一覧表（印章の製造）

工場住所

印面作成に必要な機器の名称

機械（製造メーカー名・型番）

数量（台）

市区町村

性能（色数、速度（ppm）等）

印刷機保有台数（機種ごとの台数、色数ご
との台数）

製本部門の有無

製版部門の有無

採用状況

共通

印刷設備の状況

商号又は名称

工場住所

機種・型番

メーカー

事業者
特定情報

適正性審査・
格付情報全団体

整理番号 項　目

たたき台

区分 共通 選択 都道府県

区分 共通 選択 都道府県 市区町村
事業者

特定情報
適正性審査・
格付情報

区分採用状況

共通 選択

整理番号 項　目

たたき台 区分

※　保有（リースを含む）している機械設備
をもれなく記載してください（協力会社等
が保有する設備は含みません）。
　なお、リースの場合は、「機種・型番」欄に
「リース」と記載してください。

※　必要に応じて申請先地方公共団体が
機械設備設置場所を現地調査することに
より申請内容を確認することがあります。
　このとき虚偽の記載が確認された場合
は、指名停止等の措置をとることがありま
す。

出張校正室の有無

※ 「機種」は印刷関連機器のみを記載して
ください。

個別意見反映後案

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

個別意見反映後案

選択 共通 選択

共通 選択全団体
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＜たたき台において共通項目として設定しなかったもの＞

5 8.8% 57 3.4% 3.6% ○ ○ ○

15 26.3% 255 15.2% 15.6% ○ ○ ○

13 22.8% 192 11.5% 11.8% ○ ○ ○

11 19.3% 167 10.0% 10.3% ○ ○ ○

5 8.8% 103 6.1% 6.2% ○ ○ ○

4 7.0% 98 5.8% 5.9% ○ ○ ○

12 21.1% 199 11.9% 12.2% ○ ○ ○

9 15.8% 173 10.3% 10.5% ○ ○ ○

9 15.8% 136 8.1% 8.4% ○ ○ ○

9 15.8% 132 7.9% 8.1% ○ ○ ○

7 12.3% 137 8.2% 8.3% ○ ○ ○

6 10.5% 134 8.0% 8.1% ○ ○ ○

6 10.5% 137 8.2% 8.3% ○ ○ ○

- - - - - ○ ○

16 28.1% 525 31.3% 31.2% ○ ○ ○

9 15.8% 429 25.6% 25.3% ○ ○ ○

15 26.3% 519 31.0% 30.8% ○ ○ ○

15 26.3% 425 25.4% 25.4% ○ ○ ○

13 22.8% 312 18.6% 18.8% ○ ○ ○

11 19.3% 300 17.9% 17.9% ○ ○ ○

10 17.5% 249 14.9% 14.9% ○ ○ ○

9 15.8% 236 14.1% 14.1% ○ ○ ○

11 19.3% 236 14.1% 14.3% ○ ○ ○

2 3.5% 66 3.9% 3.9% ○ ○ ○

2 3.5% 65 3.9% 3.9% ○ ○ ○

2 3.5% 70 4.2% 4.2% ○ ○ ○

- - - - - ○ ○

2 3.5% 135 8.1% 7.9% ○ ○ ○

- - - - - ○ ○

- - - - - ○ ○

6 10.5% 206 12.3% 12.2% ○ ○ ○

10 17.5% 167 10.0% 10.2% ○ ○ ○

11 19.3% 136 8.1% 8.5% ○ ○ ○

1 1.8% 64 3.8% 3.8% ○ ○ ○

0 0 14 16 0 34 0 34

- - (46.7%) (53.3%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%)

区分採用状況

整理番号

1 外国籍企業（チェック）

2 資格審査結果通知書送付先

区分 共通 選択 都道府県 市区町村
事業者

特定情報
適正性審査・
格付情報

・発行済株式の総数又は出資価額の２分
の１以上が、同一の大企業の所有に属して
いる中小企業者
・発行済株式の総数又は出資価額の３分
の２以上が複数の大企業の所有に属して
いる中小企業者
・大企業の役員又は職員を兼ねている者
が役員総数の２分の１を占めている中小
企業者

4 外資状況

外資なし

本社住所宛

担当者住所宛

3 みなし大企業（以下に該当する場合にチェック）

国名（２カ国まで記入）

比率（２カ国まで記入）

5 製造・販売実績

外国籍会社

国名

日本国籍会社

直前々年度決算

決算期間の年月

売上（収入）の金額

前２か年間の平均実績高

6
設備の額（希望する資格の種類等で「物品の製
造」を選択した場合）

機械装置類（千円）

運搬具類（千円）

工具その他（千円）

8 常勤職員の人数

うち高齢者人数

9
暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当しな
いことの誓約

合計（千円）

7 契約辞退等状況

契約辞退等　あり/なし

指名停止　あり/なし

11
契約を締結する能力を有しないもの又は
破産者に該当の有無　有/無

12
関係法令の規定による営業若しくは業務停止
処分の有無　有/無

合計 -

誓約（チェック）

私は、競争入札参加資格の不認定そ
の他の排除措置を受けた場合、各団
体が住所又は所在地、氏名又は名称
並びに排除措置理由及び内容を各市
町村の公式ホームページへの掲載そ
の他の方法により公表することに同
意します。

10
消費税法の規定による課税事業者、免税事業
者の別
※ 課税、免税いずれかを選択

- - - -

共通 選択

事業者特定情報
（採用率50%以
上）を共通申請項

目とする案

共通 選択

個別意見反映後案

項　目

たたき台

-

全団体
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